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独立行政法人農業環境技術研究所依頼研究員受入制度実施要領

１３農環研第１１７号

平成１３年４月１日

最終改正 １７農環研第８９７号

平成１８年３月３１日

（目的）

第１条 この要領は、独立行政法人農業環境技術研究所研究員等受入規程第２条第２号に

基づき、国、都道府県、大学等（短期大学を含む。）、その他民間団体等農林水産業に

係る試験研究を行う法人（以下「機関等」という。）の依頼による研究員（以下「依頼

研究員」という。）の受入の実施に関する事項を定め、その適切な運用を図ることを目

的とする。

（受入基準）

第２条 依頼研究員の受入は、当該依頼研究員の行おうとする研究が、独立行政法人農業

環境技術研究所（以下「研究所」という。）の有する専門技術又は保有する施設若しく

は機械器具の利用を必要とするものであって、かつ、研究所の所掌する調査及び研究と

密接な関係を有するものである場合に実施することができるものとする。

（申請）

第３条 依頼研究員の申請は、別記様式１号による申請書により行うものとする。

（承認）

第４条 理事長は、前条の規定により申請のあった場合は、その受入について諾否を決定

し、遅滞なく申請のあった機関等の長に、その旨を通知しなければならない。

（契約の締結）

第５条 理事長は、応諾した場合には、受入に関する契約（以下「受入契約」という。）

を機関等の長と締結するものとする。

（契約内容の変更等）

第６条 前条の規定に基づき締結した受入契約の内容のうち、受入の依頼研究員に変更が

生じた場合又はその他の事項で重大な変更がある場合には、変更契約を締結しなければ

ならない。

（受入れに要する費用）

第７条 第５条の契約に基づき、受入に要する経費及び施設・機械等の利用料は、依頼研

究員及び技術講習等受入れに関する経費の取扱要領によることとする。
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（終了報告書の提出）

第８条 依頼研究員は、受入期間終了日までに別記様式第２号による終了報告書を研究所

に提出するものとする。

（修了証の発行）

第９条 理事長は、受入期間を終了した依頼研究員に修了証を発行するものとする。

附 則

この要領は、平成１３年４月１日より施行する。

附 則（平成１８年３月３１日１７農環研第８９７号）

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第７条の規定は、平成１９年

４月１日から施行する。
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別記様式１号

独立行政法人農業環境技術研究所依頼研究員受入申請書

平成 年 月 日

独立行政法人農業環境技術研究所

理事長 ○ ○ ○ ○ 殿

住 所

名 称 （機関等の長） 印

独立行政法人農業環境技術研究所依頼研究員受入制度実施要領第３条の規定に

基づき、下記の職員を申請します。

記

１．依頼研究員の氏名、生年月日、性別及び住所

２．依頼研究員の所属、職名、職歴及び研究業績

３．依頼研究員の試験研究等の研究課題、目的及び内容

４．希望研究室等名

５．希望期間

６．試験研究等において使用しようとする設備等

７．その他

連絡先
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別記様式２号

終 了 報 告 書

平成 年 月 日

独立行政法人農業環境技術研究所

理事長 ○ ○ ○ ○ 殿

依頼研究員

氏 名 印

下記のとおり依頼研究員の期間が終了しましたので報告します。

記

１．研 究 課 題

２．期 間 平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

３．受入研究室名

４．研 究 概 要

５．特許等の有無
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依頼研究員受入れに関する契約書（記載例）

独立行政法人農業環境技術研究所理事長 ○○ ○○（以下「甲」という。）と○○○

○（以下「乙」という。）は、独立行政法人農業環境技術研究所研究員等受入規程及び独

立行政法人農業環境技術研究所依頼研究員受入制度実施要領並びに次の条項により依頼研

究員の受入に関する契約を締結する。

（受入を行う研究員等）

第１条 甲は、次の依頼研究員の受入を乙の依頼により行うものとする。

２ 氏名並びに所属及び職名

３ 試験研究の目的及び内容

４ 受入を行う研究室

５ 受入を行う期間 平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日

（依頼研究員の経費、旅費、滞在費）

第２条 依頼研究員本人が使用する試薬等の消耗品、往復旅費、期間中の滞在費は乙が負

担するものとする。

（損害賠償）

第３条 依頼研究員の故意または重大な過失により甲が提供した設備等に損害を与えた場

合は、乙がその損害を賠償するものとする。

（依頼研究員に対する甲の指示）

第４条 依頼研究員は、第１条第５号に定める受入期間中、甲の指示に従うものとする。

（依頼研究員の受入れの中止）

第５条 甲は、天災、その他やむをえない事由があるため、この契約に基づく依頼研究員

の受入の継続が困難となったときは、当該依頼研究員の受入れを中止することができる。

（契約の解除）

第６条 甲又は乙は、一方の当事者がこの契約に違反した場合には、この契約を解除する

ことができる。

（協議）

第７条 この契約を変更する必要が生じたときは、甲、乙協議の上変更するものとする。

上記契約の締結を証するため、この証書２通を作成し、双方記名押印のうえ各一通を

保有するものとする。

平成 年 月 日

甲 茨城県つくば市観音台３－１－３

独立行政法人農業環境技術研究所

理事長 ○○ ○○ 印

乙 印


